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特集２／労働‐福祉ネクサス論の射程
福祉・生産レジーム論をめぐる争点
千葉大学法経学部教授　　
安孫子　誠男
　生産システムと福祉レジームとの関連づけをめぐる国際比較の試みが活発で
ある。
　これまでの比較資本主義論において、生産システム論と福祉レジーム論はそ
れぞれ独立した研究潮流をなしてきた。一方で生産システム論は、産業のガバ
ナンス構造の比較や〈生産の社会的システム〉の国際比較というかたちで、ま
た「自由な市場経済」と「コーディネートされた市場経済」との対比を基調に
すえて、比較研究がすすめられた。C. クラウチ、W. ストリーク編の『現代の
資本主義制度』（1997 年）、J.R. ホリングスワース、R. ボワイエ編の『現代資
本主義――諸制度の埋め込み』（1997 年）、H. キッツシェルト他編の『現代資
本主義の持続と変化』（1999 年）、P.A. ホール、D. ソスキス編『資本主義の
多様性――比較優位の制度的基礎』（2001 年）などが、その代表的作品をなす
だろう1。他方、福祉レジーム論のほうは、G. エスピン‐アンデルセンの画期
的労作『福祉資本主義の三つの世界』が、「脱商品化指標」や「社会的階層化
指標」などを視軸にして自由主義・保守主義・社会民主主義という三タイプの
福祉レジームを区別して以来、それを精緻化・豊富化する研究が深められてき
た。エスピン‐アンデルセンみずからの自己批評的研究の進展や B. エビング
1 Crouch and Streeck （eds.） （1997）, Hollingsworth and Boyer （eds.） （1997）, 
Kitschelt, Lange, Marks and Stephens （eds.） （1999）, Hall and Soskice （eds.） 
（2001）. ただし後二者には、福祉レジーム論の論稿も含まれている。
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ハウスらの仕事、また日本における埋橋孝文や宮本太郎などの研究がその代表
的成果をなすといってよい2。そして今日、こうした二条の研究動向を統合し
ようとする試みが活発なのである。エビングハウスらのいう「生産システム‐
福祉レジーム・ネクサス production system‐welfare regime nexus」論、M. 
エステベス‐アベ、T. アイヴァーセン、D. ソスキスらの「福祉・生産レジー
ム welfare production regime」論、P.A. スヴェンソンの労働市場‐福祉国家
の形成の比較史的省察などが、それである3。
　そこでの研究主題は一様ではないが、少なくともつぎの二重の問題的関心は
みてとれる。一つには、労働市場制度と社会保障制度（福祉国家）とが歴史的
にいかに「共進化 co-evolution」したかを問うという問題意識、あるいは、生
産システムと福祉レジームとのあいだの「制度的補完性」ないし「選択的親和性」
の論理を開示しようとする問題関心である。二つには、福祉国家を「市場に反
する政治 politics against markets」と捉える従来の通説に対して「市場を伴
う政治 politics with （of） markets」という視点が提示されていることである。
福祉国家は再分配を求める社会運動の所産であると同時に「比較優位の源泉」
をもなす、という認識がそこでの主張の核心に存する。本稿は、生産システム
と福祉レジームとの関連をめぐるこうした新しい研究動向について検討しつつ、
労働市場制度と社会保障制度との「共進化」を捉えるための視点と方法を探ろ
うとするものである。以下では、こうした新動向をリードするＴ．アイヴァー
センにおける福祉国家の再解釈について概観したうえで、M. エステベス‐ア
ベらの「福祉・生産レジーム welfare production regime」論ならびにそれへの J. 
ポントゥソンの有力な批判について検討し、上記の視点と方法を探るための基
礎作業としたい。
2 G.Esping-Andersen （1990, 1999）, Ebbinghaus and Manow （eds.） （2001）, 埋橋
孝文編（2003）.
3 Ebbinghaus and Manow （eds.） （2001）, Estebez-Abe, Iversen and Soskice 
（2001）, Swenson （2002）.
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１．T. アイヴァーセンにおける福祉国家の再解釈
　福祉国家論の新たなアプローチには、社会政策の形成や運営において雇用主
の役割を重視する P. スヴェンソン、 I. マレス、T. アイヴァーセンらの研究が
ある。スヴェンソンは、社会政策の初期の形成において雇用主が促進的な役割
をはたしたことを比較史的に省察している。彼によれば、労働市場が逼迫した
状況では、雇用主は均質で国民的な社会保険制度を創設することによって、競
争から社会的便益をえようとする一方、労働市場が緩和している場合には、高
コストの生産者は低コストの生産者に対して社会保険措置をとおしてそのコス
トを押し付けようとする。彼の研究によれば、前者のロジックはスウェーデン
における初期の福祉改革を説明し、後者はアメリカでのニューディール立法の
主要な性格を説明する4。他方、「社会的リスクの政治学」とよびうるマレスの
議論は、高度にリスクに晒されている企業や産業は、コストやリスクが分有さ
れる社会保険制度を好ましく思い、これらの雇用主をして普遍主義的な失業保
険や損害保険の制度を選択させるという。マレスが力説するのは、社会的保護
が労働力における技能の獲得を促進し、それがひいては国際市場で競争する企
業の能力を高めるということであり、したがって高技能を有する企業はむしろ
寛大な失業保険を歓迎するとされる5。
　アイヴァーセンもこれらの議論と問題意識を共有している。アイヴァーセン
の著作『資本主義、民主主義、福祉』6 は、新しい印刷技術の普及によって旧
来の植字工が駆逐されるという記述から始まる。そのさい旧来の技能労働者が
感じる「自暴自棄の深さ」は、彼らの「技能の移転不可能」や技能陳腐化の速
さから生じるだけではない。技能の陳腐化を和らげる公共政策、たとえば失業
保険や公的な雇用創出、再訓練プログラムなどが欠落していることからも、そ
4 Swenson （2002）.
5 Mares （2001, 2003）.
6 Iversen （2005）.
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れは生じる。アイヴァーセンは、こうした事態が技能の応用に限界をもつあら
ゆる労働者にあてはまるとみて、本書の主要な関心が「人々の投資した人的資
本を保護するための政治・経済的諸制度の重要性」（Iversen, 2005, p.5）にあ
るという。技術変化や労働市場条件により技能の需要がシフトしてその資産価
値が失われる場合、労働者を保護する措置として、雇用保障、失業給付、所得
保護、再訓練プログラムや産業補助金など諸種の公共政策が必要であることが
提起されている。
　アイヴァーセンはとくに社会的保護と技能形成との関連づけに着目しなが
ら、福祉国家を「市場に反する政治 politics against markets」と捉える「福
祉国家の権力資源モデル」に対して、「市場を伴う政治（市場の政治）politics 
with （of） markets」という視点を提示する。より立ち入っていえば、「労働者
の技能への投資、企業の国際製品市場戦略、選挙政治、社会的保護とのあいだ
の密接な関連」（ibid., p.5）、この四者のあいだの関係を問うことが、アイヴァー
センの基本テーマをなす。
　福祉国家が市場メカニズムを掘り崩すという考え方は、新古典派経済学者と
政治社会学者に――両者がいかに理論と政策において対立しているにせよ―
―共通したものだ、とアイヴァーセンはいう。そこでは、労働は単純な要因 L
に集計される匿名の商品であり、構成単位たる労働者は「置き換え可能」であ
り容易に解雇され原子化される。市場に対立するのは国家であり、労働力の商
品化への対抗は「脱商品化 de-commodiﬁcation」である。したがって、福祉
国家は L を非 L に転換することで労働者を自由にするから、「脱商品化」は労
働者のパワーを強め、雇用主のパワーを弱める。このため、福祉国家の形成は
「市場に反する政治」となる。単純化していえば、福祉国家の「権力資源モデル」
にはこうした見方がその核心にある。
　しかしアイヴァーセンにいわせれば、社会的保護は、国家と市場、あるいは
商品化と脱商品化という単純な二分法で捉えることはできない。社会的保護は
市場の作用を掘り崩すと同時にその改善にも寄与するという意味で、「市場に
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
65
反する政治」というよりはむしろ「市場を伴う政治（または市場の政治）」だ
というわけである。社会的保護の役割が明示的にモデル化されるような、生産
システムと労働市場へのアプローチが必要だとされる。「そうした理論は、権
力資源パースペクティブと雇用主に焦点をあてる新たなアプローチとの論争を
和解させる」（ibid., p.8）。福祉国家の形成において雇用主の役割ないし「ビ
ジネス・コーディネーション」を重視するスヴェンソンやマレスらの議論が巻
き起こしている論争を念頭において、アイヴァーセンはその権力資源アプロー
チとの「和解」を試みようとする。いかようにしてか。
　アイヴァーセンは、労働力を匿名の商品とみなし単純な要因 L に集計する
通例の見方に問題の根元を見出し、労働力を何らかの技能をもつものと捉える。
「福祉国家の標準的な見方における諸困難の中心には、差異化された技能をひ
ろく無視する新古典派の市場概念がある」（ibid., p.9）。確かに、非熟練の労
働者が差異化されない要因 L としてあらわれ、スポット市場で効率的に取引
されることがあるとしても、これらの条件は連続体の一つの極をなすにすぎな
い。他方の極には、技能への高度に特有な投資をともなう労働者 Ls―― s （ = 
1,2,3,---,n） は差異化された技能 ――がおり、それらは、こうした投資を保護
し運営する非市場制度と組み合わさっている。アイヴァーセンは福祉国家の性
格を説明するためには、「人的資本（Ls）の水準と構成 level and composition 
of human capital」が決定的に重要であることを力説する。人的資本の「水準
4 4
が重要なのは、それが所得
4 4
を規定し、それゆえ労働者の再分配
4 4 4
への要求を規定
するからであり、構成
4 4
が重要なのは、それが労働者の被るリスクの度合い
4 4 4 4 4 4 4
を
規定し、それゆえ労働者の保険
4 4
への要求を規定するからである7」（ibid., p.11）。
人的資本の水準が低いため所得が低い労働者は、人的資本の水準が高いため所
得が高い労働者よりも、再分配への要求が高くなろう。他方、人的資本と所得
の水準が与えられるならば、特殊的技能をもった労働者は、切り替え可能な一
7 以下、本稿での力点は、断りのないかぎり筆者のものであり、また〔　〕内は筆
者の補足である。
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般的技能をもつ労働者よりも高いリスクを被るため、高い水準の保護を要求す
る傾向にある。技能のプロファイルは教育訓練制度の構造に依存して多様であ
るため、こうした人的資本の水準と構成に応じて社会的保護の国民間差異が生
じるのである。そして、もし技能プロファイルの相違が選挙民の政治的選好に
反映されるならば、また、政党が投票者の支持をひく政策を採用するならば（「選
挙政治」論）、各国の技能プロファイルの相違にもとづいた福祉国家の新たな
説明が可能になるだろう。もとより、人々の政策の選好が現実の政策へとスト
レートに転換するわけではないが（第４章）、社会政策への選好理論をもつこ
とは社会政策の国民的差異を説明する第一歩をなす。アイヴァーセンはこうし
た社会政策の選好理論を「福祉国家の資産理論」と名づけている（第３章）。
　したがってまた、「福祉国家は、分配をめぐる闘争の場をなすと同時に比較
優位の源泉をなす」（ibid., p.13）。アイヴァーセンは、一方では、社会的保護
が市場メカニズムを侵食する（「市場に反する」）ばかりでなく、特殊的技能の
形成を促すことをつうじて比較優位の源泉をなすものであること、同時に他方、
そうした社会的保護が、社会保険のみならず再分配にもかかわり、不平等にも
独特な影響を及ぼすことを論じている。いかなる意味で社会的保護が比較優位
の源泉をなし不平等に影響するかについては、次節での「福祉・生産レジーム」
論の検討にゆずり、ここでは保険と再分配とがどのように関連するかについて、
アイヴァーセンの視角の独自性をみておこう。
　アイヴァーセンは保険と再分配とが緊密に関連していることを、従来より一
歩踏み込んで検討しようとする。彼は保険と再分配をつぎのように定義してい
る。「保険
4 4
とは、労働者が合意をもって
4 4 4 4 4 4
彼らのリスクに対して備え、潜在的な
4 4 4 4
将来の
4 4 4
損失に対して互いに弁済するための制度的装置である。これに対して再
4
分配
4 4
とは、そうするあらかじめの合意なしに
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、ある労働者から取られた貨幣が
現在の時点で
4 4 4 4 4 4
他の人々に与えられるような装置である」（ibid., p.4）。そして
本書の中心テーマが、「社会的保護と経済との関係についてもっとも緊要な問
題の多くへの解答は、保険と再分配との交錯のうちに、より特殊的には、所得、
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技能、民主主義政治の相互作用のうちに、見出されうる」（ibid., p.5）ことの
解明にあることが提起される。いいかえれば、社会的保護、技能形成、選挙政
治のあいだに、どのように「保険と再分配との交錯」が孕まれるかがここでの
焦点をなしている。
　アイヴァーセンによれば、権力資源アプローチは、選挙政治の信頼できる説
明を有するという点で強みをもつ。社会的保護が労働運動をベースにし、社会
民主主義政権の政策に代表され、「市場に反して」設計されると論ずるからで
ある。しかし「階級利害の力説は、人々の社会的保護への要求における保険動
機 insurance motives の重要性を無視する」（ibid., p.12）と彼はいう。また、「高
い不平等度をもつ民主主義国が、なぜに低い不平等度をもつ民主主義国よりも
再分配的でないかというパズル」（ibid., pp.12-13）、あるいは「所得の平等が
より高い社会的支出と結びついているというパズル」（ibid., p.112）が解けな
いという。民主主義における選挙政治を前提すれば、高い不平等度をもつ国民
のほうが再分配を強く要求するはずであり、したがって再分配のための社会的
支出が高くなるはずであるが、現実にはそうなっていない。この「パズル」を
どう解くか。ここに、保険に孕まれる再分配性格、再分配に孕まれる保険性格
を問うというアイヴァーセンに独自な問題設定がある。
　アイヴァーセンはいう。「ここで鍵をなすのは、再分配（権力資源モデルの
焦点）と保険（制度経済学と VOC［資本主義の多様性］アプローチの焦点）
が緊密に関連しているということである。所得喪失に対する保険は、リスクあ
る資産への投資をもたらすばかりでなく、所得を再分配する効果をも有する」
（ibid.,p.13）。これは所得をもたない失業者の場合に明白であるが、現在の雇
用や所得に完全には依存しない――健康保険や年金といった――あらゆる社会
的保護にもひろくあてはまる8。逆にまた、熟慮をもって再分配される政策は、
8 保険と再分配との関係について、J. ロールズを用いたアイヴァーセンの次の比喩
は興味深い。「事前には、あるいはロールズのいう無知のベールの背後では、人々は
純粋に保険を理由に政策を支持するが、その政策は事後的には（ベールが剥がされ
た後には）、所得を再分配するだろう」（ibid., p.13）。
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同時に、保険機能をも果たすであろう。失業者、疾病者、高齢者、そしてより
一般的に課税前所得の低い人々が再分配を要求するのは合理的だろう。だがそ
うすることによって、雇用者、健康者、若年者、また高所得者という逆のカテ
ゴリーにある人々の多くは、自らの財を失うことに対するある種の保険をえる、
というわけである。
　アイヴァーセンの主張の要点はこうである。技術条件と市場条件の変化は、
特殊的技能をもつ労働者を陳腐化のリスクにさらすのに対して、移転可能な一
般的技能をもつ労働者をそのリスクにさらさない。したがって、技能が企業特
殊的ならば、雇用主は、労働力に対する支配の用具として、ならびに従業員が
追加的な企業特殊的技能を得るためのインセンティブとして、移転の不可能な
給付を提供するよう促される。また、技能が産業レベルでの広がりをもつなら
ば、企業間を移転できるがしかし産業内部にとどまる技能と給付を提供すると
いう、その産業内の雇用主の公準が形成されるだろう。後者が首尾よく形成さ
れるかどうかは、技能と給付の双方のストックについて雇用主たちが結束でき
る力量に依存している。こうしてアイヴァーセンは、給付の移転可能性は、公
的介入がないかぎり、技能の移転可能性をこえることはなく、雇用主による支
援という保険と技能の移転可能性とのあいだにはひろく対応関係があるとみる。
　こうしてアイヴァーセンは二つのステップをもって、権力資源アプローチに
対峙しようとする。第一は、社会政策選好の理論（「福祉国家の資産理論」）の
提示であり、第二は、「時間不整合性問題 time-inconsistency problem」のた
めの制度設計である。第一の問題は、選択リスクのある技能投資をした個人が
それにより被りうる将来の所得喪失に対して保険を要求するという社会政策選
好の理論である。アイヴァーセンは、人々が経済のなかに所有する資産の関数
として、人々の社会的保護のための選好が生じる点をモデル化している。いい
かえれば、人々の社会的保護への選好が、人的資本という資産の水準（所得）
と構成（技能特有性）の関数として説明されている。第二の「時間不整合性問
題」とは、中位の投票者は、現在の政策を選択するとき高い所得移転に対して
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利益を感じず、それゆえ政府は、将来の中位の投票者の支持を引こうとして現
在の中位投票者との約束に背く誘因をもつという問題である。現在の中位の投
票者は未来のある時点に給付をえる政策を選ぶのだが、その時点には未来の投
票者の中位層は変化するため現在の投票者はもはやその中位層をなさず、した
がって現在の中位の投票者は、将来の中位の投票者にいかにコミットすべきか
という問題に直面する。これが「時間不整合性問題」とよばれている。政府は、
将来の中位の投票者の支持をえようとする誘因をもち、現在の中位投票者への
約束を反故にするという誘因をもつからである。ひとつの解法として、「再分
配は時間不整合性問題を伴わない」（ibid., p.22）ので、再分配が保険目的と
しても役立ち、そうした問題への――不完全だが――解決として役立つことが
論じられている9。
２．福祉・生産レジーム論
　どのような意味で社会的保護が比較優位の源泉をなすのか。アイヴァーセン
の逆説的表現を用いれば、「企業は、社会的保護システムにもかかわらず
4 4 4 4 4 4 4
競争
優位を発達させるのではなく、そのシステムのゆえに
4 4 4 4
競争優位を発達させる」
（ibid., p.74, 力点原著者）のはいかにしてか。エステベス‐アベ、アイヴァー
セン、ソスキスの共同論文「社会保護と技能形成――福祉国家の再解釈」は、「社
会保護の形態が国際市場における各国の競争優位や製品市場戦略の選択に関連
している」10 という基本論点について、立ち入って論じる。そこでの議論の要
点は、企業の製品市場選択は、それが必要とする技能の利用可能性に制約され
ており、また、―― 一般的技能ならざる――特殊的技能の利用可能性は、社
会的保護の適切な形態と水準を必要とするというものである。ここには、社会
9 社会政策選好理論については Iversen （2005） の第 3 章（ibid., pp.77-121）が、ま
た「時間不整合性問題」のための制度設計については同第 4 章（ibid., pp,122-179）が、
それぞれ論じている。
10 Estevez-Abe, Iversen and Soskice （2001）, p.146, 邦訳 168 頁。
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的保護 → 技能形成 → 製品市場戦略という一定の制約関係が想定されており、
そうした適合関係が「福祉・生産レジーム welfare production regimes」とよ
ばれている。エステベス‐アベらの言によれば、「社会保護、市場戦略、労働
者の技能トラック、そしてその両者を支える社会的・経済的・政治的諸制度の
一式を福祉・生産レジームと呼ぶ」11。
１　製品市場戦略と技能タイプ
　エステベス‐アベらは議論を二段階ですすめる。第一に、異なる製品市場戦
略が特定の技能プロファイルをもつ労働力によって促進されること（製品市場
戦略と技能タイプとの適合関係）。第二に、異なるタイプの社会的保護が特定
の技能への個人の投資性向に影響をあたえ、こうした投資性向が今度は産業の
技能プロファイルを規定すること（技能タイプと社会的保護との適合関係）で
ある。製品市場戦略と技能タイプとの適合という第一の議論は、W. ストリー
クや R. ボワイエらが開拓してきた議論を前提にしており12、エステベス‐ア
ベらの議論の独自性は、むしろ第二の問題である社会的保護と技能タイプとの
適合関係におかれている。だがまずは、第一の議論を確認しておこう。
　標準品の大量生産を特徴とするフォーディズム型生産システムでは、高度に
訓練された労働力を必要としない。生産労働は標準化された課業へと細分化さ
れ、半熟練労働者だけが必要とされる。これに対して、エステベス‐アベらは、
ポスト・フォーディズムにおける製品市場戦略について、そこに適合的な技能
特性と関連づけながらつぎの三タイプを摘出している。①需要の変動に応じて
ライン生産で製品の変更が可能な「多品種大量生産」戦略。そこでは、広い範
囲の課業をこなす労働者＝「多能工」が企業特殊的に養成される（日本）。②
ニッチ市場向け高品質製品戦略。そこではカスタム製品が生産され、産業特殊
11 Ibid.
12 たとえば、Crouch and Streeck （eds.） （1997）, Hollingsworth and Boyer （eds.） 
（1997） を参照。とくに、後者の第 14 章における〈生産の社会的システム〉論の総
括的省察はここでの議論の前提をなす。
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
71
的なクラフト技能をもった高度に訓練された労働力が養成される。これはかつ
て M. ピオーリらが「フレキシビル・スペシャライゼーション」とよんだ製品
戦略である（デンマーク）。③高品質製品戦略をとるが生産量も増やす「多品
種高品質生産」戦略。ストリークがドイツに独自に検出した生産タイプであり、
高いレベルのクラフト技能に加え、企業特殊的技能をも必要とする（ドイツ）。
エステベス‐アベらはさらに、これらの産業ないし企業特殊的技能と区別して、
ラディカル・イノベーションと適合的な高レベルの一般的技能の形成にも注意
をむけている（アメリカ）。
　「多品種大量生産」戦略＝企業特殊的技能、ニッチ市場向け高品質製品戦略
＝産業特殊的技能、「多品種高品質生産」戦略＝産業・企業特殊的技能、とい
う対応関係の設定は過度の単純化であろう。しかし、こうした製品市場戦略と
技能タイプとの適合性という議論は、ストリークやボワイエらが〈生産の社会
的システム〉論として経験的研究を踏まえて掘り下げてきた議論であり、エス
テベス‐アベらに即せばそれらを前提にした必要な単純化である。
２　社会的保護と技能形成
　第二の議論は、特定のタイプの社会的保護が特定の技能への労働者の“投資
性向”を決めるというものである。そこでの焦点は、――雇用主というより―
―労働者が特殊的技能にみずから進んで投資するか否かという点にあり、した
がって製品市場戦略に直面して特殊的技能に依存する雇用主が、労働者を潜在
的リスクから守るような保障を制度化する必要性を有するという点にある。エ
ステベス‐アベらは、つぎの三つの仮定をもつ「合理的労働者」を想定している。
それは、①技能への投資決定を下す前に、教育・訓練投資からの収益全体を計
算し、②投資のリスク度が同一ならば、期待収益の高い技能へと投資し、③将
来収益がより不確実である技能への投資は差し控える、というものである。そ
の場合、高度に移転可能な技能は、高度に特殊的な技能に比してリスクが低く、
したがって、何らかの制度的介入が存在しなければ、資産特殊的技能よりもむ
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しろ一般的技能の獲得が効用最大化戦略となる。
　そこで、資産特殊的技能への投資を保護するために、どのようなタイプの社
会的保護が必要となるかが検討される。ここに社会的保護は、雇用保護、失業
補償、賃金保護という、三つの異なったタイプからなる。雇用保護は、労働法
制であれ労使間の団体協約であれ、何ほどか制度化された雇用の保障をさし、
それが高ければ労働者はレイオフされにくい。また失業補償は、失業にともな
う所得減少からの保護であり、個人のキャリア全体の賃金水準にかんする不確
実性を低下させる。さらに賃金保護は、市場変動から賃金水準を保護する制度
メカニズムである。エステベス‐アベらはまず、前２者の雇用保護と失業補償
が、企業特殊的・産業特殊的技能にとってもつ重要性について論じる。そこで
の議論のポイントは、一般的技能が切り替え可能な技能なため、技術や市場面
での外部変動のリスクに耐えられるのに対して、特殊的技能のほうは労働者が
投資するさい埋没コストを抱えるため、そのリスクに対して雇用保護なり失業
補償なりが必要だという点にある。「特殊的技能への投資が労働者のリスクを
いっそう高めることになるため、そうしたリスクから保護することによっての
み企業は特殊的技能に対する自己の必要を満たすことができる」（Estevez-Abe 
et al., p.181, 訳 208 頁）。
　このようにエステベス‐アベらは、「雇用保護、失業保護および技能形成の
間に緊密な結びつき tight coupling が存在する」（ibid., p.162, 訳 187 頁）こ
とを力説している。では、雇用保護と失業保護は、どのように技能形成に影響
を及ぼすのか。エステベス‐アベらは技能の理念型を、企業特殊的技能、産業
特殊的技能、一般的技能の三つに分けて議論をすすめる。
　まず、特定の企業における雇用保護は、労働者に解雇のリスクなしにその企
業に特有な技能に投資させようとするから、企業特殊的技能を促進する。他方、
「失業保護は、特定の企業内部の雇用保障を低下させるが、産業内部の
4 4 4 4 4
雇用保
障は高める」（ibid., p.163, 訳 189 頁、力点原著者）から、企業特殊的
4 4 4 4 4
技能の
形成は促さないが、産業特殊的
4 4 4 4 4
技能の形成を促進する。いいかえれば、技能労
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働者への雇用保護が企業特殊的
4 4 4 4 4
技能への投資の必要条件をなすのと同じく、彼
らに対する寛大な失業補償は、労働者が産業特殊的
4 4 4 4 4
技能に投資するための必要
条件をなす。エステベス‐アベらの議論の要点は、図１13 のように要約される。
すなわち、「雇用保護と失業保護の特定の組み合わせは、経済において出現す
る可能性の高い技能プロファイルを決定する。こうして雇用保護が労働者の企
4
業特殊的
4 4 4 4
技能投資性向を高める一方、失業保護は産業特殊的
4 4 4 4 4
技能への投資を促
進する。そうした２つの保護が欠如している場合、人々は一般的技能に投資す
る強いインセンティブをもつだろう」（ibid., pp.181-2, 訳 208 頁）。
　ここから、雇用保護と失業保護の組み合わせいかんにより、技能形成の４つ
のパターンが生じるとされる。まず、特定企業
4 4
への雇用
4 4
保護が高く
4 4
、かつ失業
4 4
保護が高い
4 4
場合には、産業特殊的
4 4 4 4 4
技能と企業特殊的
4 4 4 4 4
技能の形成が同時に促され
るだろう。これが図中の右上、ドイツの事例である。他方、特定企業
4 4
の雇用
4 4
保
護は高い
4 4
が、失業
4 4
保護が低い
4 4
場合には、企業特殊的
4 4 4 4 4
技能の形成は促進するが、
産業特殊的
4 4 4 4 4
技能を促進することはない。これは図中の右下、日本の場合である。
反対に、特定企業
4 4
の雇用
4 4
保護は低い
4 4
が、失業
4 4
保護が高い
4 4
場合には、企業特殊的
4 4 4 4 4
13 Estevez-Abe et al., p.154, 邦訳 177 頁。
図１　社会的保護と技能タイプ
雇用保護
低 高
失業保護
高
産業特殊的技能
産業特殊的技能と企業
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例：デンマーク 例：ドイツ
低
一般的技能 企業特殊的技能
例：アメリカ 例：日本
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技能は育まれず、産業特殊的
4 4 4 4 4
技能の形成を促す。これが図中の左上、デンマー
クの場合である。これら三ケースに対して、雇用
4 4
保護も失業
4 4
保護もともに高く
4 4
ない
4 4
場合には、労働者は一般的
4 4 4
ないし移転可能な
4 4 4 4 4
技能に投資することによって、
労働市場の不安定性からみずからを守ろうとする。これは図中の左下、アメリ
カの場合である。こうした類型化から、エステベス‐アベらはつぎのようにい
う。「高い抽象レベルにおいては、失業保護水準が高く、雇用保護水準が低い
国〔たとえばデンマーク〕における産業
4 4
は、失業保護水準が低く、雇用保護水
準が高い国〔たとえば日本〕における企業
4 4
と機能的に等価となる」（ibid., p.163, 
訳 189 頁、力点原著者）。産業と企業という技能形成が行われる場の違いはあれ、
ともに労働者に対して特殊的技能への投資を促すからである14。
３　不平等への含意
　エステベス‐アベらは、社会的保護が企業・産業特殊的技能の形成に寄与す
ることを通じて比較優位の源泉をなすことを論じるだけではない。同時に、「福
祉・生産レジームが不平等を永続化する２組の論理」（ibid., p.155, 訳 179-80
頁）についても論じる。一つは、「高い水準の産業特殊的および企業特殊的技
能に依存する製品市場戦略は、一般的技能に基礎をおく製品市場戦略にくらべ、
平等主義的社会を創造する可能性が高い」のに対して、一般的技能システム
が「貧困の罠」を創り出す可能性がより高いという点である15。賃金格差の不
平等は産業別の（あるいは国民レベルでの）団体交渉制度の存在によって和ら
げられるのみならず、職業訓練の実施度によっても和らげられるという事態が、
国際比較から確認されている。その理由として、特殊的技能を養成する訓練シ
ステムは、低学歴の人々にも有望なキャリア展望をもつ訓練プログラムに参入
14 なお、社会的保護の第３のタイプである賃金保護について、エステベス ― アベらは
つぎのようにいう。「特殊的技能の賃金水準は将来において急激に下落する恐れがあ
るが、こうしたリスクを低下させることによって賃金保護
4 4 4 4
は雇用保護
4 4 4 4
や失業保護
4 4 4 4
の
効果を強化する」（ibid., p.153, 邦訳 178 頁 , 力点原著者）。
15 cf. ibid., pp.156-8, 邦訳 180-2 頁。
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する機会や誘因をあたえるが、一般的技能を培うシステムのほうは、低学歴の
人々へそうした機会や誘因を喚起せず、彼らを「低賃金‐不熟練職の罠」に陥
らせる可能性を高くするという点が力説される。「学校から仕事へ」という移
行において、低学歴者に対して職業訓練への参加と技能資格獲得へのインセン
ティブを提供できるかどうかが、「福祉・生産レジーム」にそなわる不平等問
題として論じられるのである。
　不平等の論理の第二は、「製品市場戦略の相違がジェンダーの不平等に与え
る効果」にかかわる16。エステベス‐アベらは、「一般的技能システムがよりジェ
ンダー中立的である一方、特殊的技能戦略をとる企業が多く存在する経済にお
いては職業的ジェンダー分断が高水準になる」とみている。女性は出産と育児
のさいキャリアが中断されるため、一般的な雇用保護に加えて、出産と育児のさ
いの解雇に対する保護、ならびに、育児休暇中の所得維持および職場復帰のさ
いの同等の仕事と賃金の確保が、必要である。雇用主による女性への特殊的技
能投資へのインセンティブ付与はより多くのコストを必要とするし、女性のほ
うも、男性の技能労働者の供給が十分である場合には特殊的技能に投資するこ
とを控えるであろう。女性はこうして一般的技能への投資を選好する。したがっ
て、職業訓練システムが確立されている国のほうが、一般的技能システムの国
よりも「ジェンダー分断的 gender segregating」という性格が強いと主張される。
　産業・企業特殊的技能のための訓練プログラムをもつ諸国は、低学歴の人々
に対して「貧困の罠」から脱出させる途を用意している反面、その技能形成の
特性がジェンダー分断性という不平等を持続させるシステムでもあることが注
目されるわけである。
３．J. ポントゥソン「パワー指向」アプローチからの批判
　J. ポントゥソンは最近の論稿「資本主義の多様性と共属性」17 において「福祉・
16 cf. ibid., pp.158-60, 邦訳 182-4 頁。
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生産レジーム」論の批判を試みている。それは、VOC アプローチの一般的枠
組みと「福祉・生産レジーム」論の内容に即した批判からなる。いずれも内在
的批評として VOC アプローチの勘所を突いており、慎重に検討に値する論点
群からなる。ここに取り上げるゆえんである。
　まずポントゥソンの VOC の一般的視点に対する批判からみよう。それはつ
ぎの二点からなる。第一に、VOC アプローチが先進資本主義国間の「多様性
の性格と源泉」にもっぱら焦点をあてるのに対して、現代政治経済の「共通
の属性 commonalities」の分析を無視している点、つまりは「資本主義の多様
性」は語られてもほかならぬ「資本主義」が語られないという点である。第二
に、VOC アプローチは「効率性とコーディネーション」に属する考察を特権
視しているが、「利害対立とパワー行使」に属する省察は軽視しているという
点である。ポントゥソンによれば、労働と資本との対抗があらゆる資本主義
の共通の特性をなすかぎり、この問題は直接に第一の点とかかわる。第一点
は、VOC アプローチではグローバル化によって生じる「共通の傾向 common 
trends」が捉えられないという点であり、VOC の「比較静学 comparative 
statics」性という問題にかかわる。第二は、「効率性／コーディネーション」
と「分配／パワー」をあい関連するものとして捉えることが提起されている
点である。つまりは VOC アプローチの視点と「『パワー指向』アプローチ
‘power-oriented’ approaches」18 からの視点とを統合する必要性という問題で
ある。
１　VOC アプローチへの一般的批判
　ポントゥソンは、「制度化された階級妥協」の重視、経済成長と生産プロファ
イルとの関係、制度のダイナミクスという三論点にかんし、VOC アプローチ
17 Pontusson （2005）. 本節での引用は、とくに断らない場合この論稿からのものであ
る。
18 Ibid., p.165.
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の問題構成に一般的な疑念を投げかけている。
⑴　「制度化された階級妥協」の重視
　ポントゥソンは図２を示しつつ、ビジネス・コーディネーションと「制度化
された階級妥協」という二つの次元を組み合わせて国際比較を行なうことを
提唱している19。VOC アプローチは、「コーディネートされた市場経済」（以
下 CME と略記）と「自由な市場経済」（以下 LME と略記）という二つの理
念型に収まらない諸国の概念化に成功していないことがよく批判される。ポン
トゥソンもこの点に同意する。だが、VOC アプローチのもつより深刻な問題は、
CME ないし LME のいずれかに分類される諸国間の差異にかかわる。ポントゥ
ソンは、CME 中の“日本問題”ならびに LME 中の“イギリス問題”を取り
上げ、VOC アプローチに支配的なビジネス・コーディネーションに「制度化
された階級妥協」が組み込まれなければならないと主張している。
　ポントゥソンはまず、ドイツやスウェーデンの政治経済タイプのヴァリア
ントとして日本を取り扱ってよいかと問う。日本は LME に属すわけではない
が、だからといってドイツやスウェーデンと同じカテゴリーに属すわけでもな
い。「労働を中軸とするコーポラティズム」という観点からはドイツやスウェー
デンと日本とは著しく異なるのである。なるほど、日本の長期雇用慣行や企業
福祉制度は、ヨーロッパ型の雇用保護や福祉サービスの公的供給の「機能的等
価物」をなしており、日本の労働者はアメリカの労働者に比して社会的保護を
大いに享受している。だが、CME のヨーロッパと日本とでは分配上の含意や
政治的ダイナミクスは大いに異なっている。たとえば、産業別
4 4 4
労働組合が賃金
決定の調整において中心的役割をはたすか否かは、――総賃金の伸びはともか
くも――賃金上昇の分配
4 4
に大いに影響する、とポントゥソンはいう。
　同様のことは LME における「イギリス問題」にもいえる。金融市場の支配
19 cf. ibid., pp.166-9.
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とか強力なビジネス団体の欠如において、イギリスの市場経済はアメリカと共
通するが、サッチャー政権以前のイギリスの「団体行動主義」はその労働運動
の力を誇示し、同国産業とくに労働市場を調整するのに重要な役割をはたし
ていた。VOC アプローチ（ソスキス）はしかし、イギリスが――ドイツと異
なり――ビジネス・コーディネーションが弱いために「制度化された階級妥
協」も脆弱であり、したがって保守的政府の脱規制の力によって容易に労働組
合が解体されたとみる。ビジネスのコーディネーション力を重視するソスキ
スにとって、図２の左下の組み合わせは内在的に不安定なのである。これに
対しポントゥソンは、ビジネス・コーディネーションと「制度化された階級
妥協」が国際比較のための「相互に依存しない、直交する次元 independent, 
orthogonal dimensions」をなすとみており、こうした二つの自立的次元から
諸国を類型化する必要性を主張する。そして、「少なくとも最近の 20 年間、コー
ディネーション次元よりも階級妥協の次元のほうにより大きな動きが観察でき
る」20 とみている。
⑵　経済成長と生産プロファイル
　VOC アプローチの魅力的な点は、経済的成功への多重な経路が存在するこ
図２　類型化の二次元（ポントゥソン）
ビジネス・コーディネーション
－ ＋
制度化された
階級妥協
－ アメリカ 日本
＋
サッチャー以前
のイギリス
スウェーデン
ドイツ
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との力説にある。ポントゥソンはこの点を評価しつつも、この多重成功経路論
のもつ二重の問題にかんし異を唱えている。二重の問題とは、「制度的整合性
institutional coherency」の問題と「比較制度優位」の問題である21。
　まず制度的整合性または制度的補完性。ポントゥソンは、金融市場からの企
業への高収益圧力（企業統治）と経営・労働の賃金コーディネーション（労使
関係）をめぐる二つの変数の組み合わせが、LME と CME という二タイプに
おいて経済パフォーマンスに良好な影響を及ぼすことを論ずるホールらの研究
を紹介したうえで、しかし「制度的補完性」の仮説と整合しない政治経済が持
続するのをどう説明するかと問うている。効率性を考慮するだけでは、制度選
択ないし制度進化の納得的な説明を提供できないことを力説し、こうした「不
整合の持続を説明する鍵は、一定の制度的配置を維持することに利害をもつ強
力なアクターを確認することにある」（ibid., p.170）という。多重の経済的成
功経路を説明する場合にも、効率性原理をこえて「制度化された階級妥協」を
明示的に説明要因に加える必要があるというわけだ。
　つぎに「比較制度優位」について。ソスキスは、“グローバル資本”なるも
のが CME に対して LME の配置を押し付けるという捉え方を拒否する。彼に
よれば、グローバル化は企業や国民経済に対して、それらが比較優位をえるエ
リアで産業特化を促進し、CME と LME のあいだの対照性を鋭くする。CME
たとえばドイツの制度的インフラは、多品種高品質戦略での比較優位を企業に
あたえるのに対して、LME の制度的インフラはラディカル・イノベーション
を促進し、革新的企業やセクターをより急速に展開させるからである。したがっ
て、国内企業が現存する制度配置の持続に強い関心をいだくのみならず、多国
籍企業もまた、異なる国民システムによって提供される比較優位を求めて行動
する、とソスキスはいう（「制度的裁定 institutional arbitrage」論）22。だが、
20 Ibid., p.169.
21 cf. ibid., pp.169-71.
22 Hall and Soskice （2001）, p.57, 邦訳 , 65 頁。
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ポントゥソンからみれば、そうした捉え方はドイツモデルへの挑戦についてス
トリークが論じた言、「品質
4 4
競争財に対する世界レベルの製品市場」が価格
4 4
競
争財の供給を抑えた経済での雇用を維持するほどに大きい必要があるという条
件23 を看過している。いいかえれば、VOC アプローチは「LME と CME が比
較優位をえるさいの市場間の成長率の差異
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という問題を無視している」24。つ
まりは、「世界経済のダイナミクスのより適切な理解」とそれにもとづく「市
場間の成長率の差異」の議論が不可欠なのである。
⑶　制度のダイナミクス
　VOC アプローチでは制度の生成と変化の問題が論じられない、とポントゥ
ソンはみる。現在の政治経済がいかに作動するかを説明するという問題は、そ
れがどのように今日の形態をとるに至ったかの説明を要しないという立場（「分
離された説明プロジェクト」）をとる。またポントゥソンによれば、VOC アプ
ローチのとる収斂論批判では、制度変化の説明が比較政治経済論にとって重大
な挑戦をなすということが否定されてしまう。ソスキスらの変化の説明と収斂
論への批判とを和解させるもっとも明瞭なしかたは「経路依存」の概念であろ
うが、ソスキスらが制度のダイナミクスを説明する場合、その特徴はつぎの三
点ほどにある25。①外的ショックへの調整は「比較優位の制度的再創造」へと
方向づけられる。とくに CME では、戦略的コーディネーションに現実的利害
をもつ生産者と投票者は、現存する制度を維持するよう政府に圧力をかけると
される。②成功する戦略的相互作用にかかわる「共通知」の重要性が CME と
LME では非対称をなしており、CME では LME よりもその影響が大きいと
される。③制度的補完性は、ラディカルな変化を抑制するだけでなく、一領域
23 Streeck （1997）, p.42, 邦訳 , 65 頁。
24 Pontusson （2005）, p.171. この点もふくめ、福祉・生産レジーム論の問題点につい
ては、藤田（2007）38-41 頁も参照されたい。　
25 Pontusson （2005）, p.172.
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での制度改革が他の領域へと――増幅するかたちで――影響を及ぼすと考えら
れている。これは、CME の LME への収斂の可能性を拓くかのようにみえるが、
しかし VOC アプローチでは、CME での雇用主と技能労働者との利害の「連携」
が、そうした収斂を押しとどめるとみられている。
　だがポントゥソンにいわせれば、制度変化と政策変化への政治経済アプロー
チは、システムにとって一見「外部の」諸力がいかに経済アクターの選択と利
害を変えるかの説明をふくまねばならない。これが VOC アプローチには希薄
なのである。最近の多くの制度改革や政策変化は、グローバル化や規制緩和が
企業や投資家の国外退出オプションを増加させ、こうして労働と資本とのパ
ワーのバランスを変えるということに起因している。資本の退出オプションの
増加がただちに、組合員の減少とか労使関係や団体交渉の制度的枠組みの大き
な変化をもたらすわけでは必ずしもない。「ポイントはむしろ、資本の移動が
産業領域と政治領域における交渉のパラメータ
4 4 4 4 4 4 4 4
を資本に有利となるように変え
るという点にある」26。VOC アプローチに欠落しているのはこの基本論点だと
ポントゥソンはいう。
２　福祉・生産レジーム論の批判
　ついでポントゥソンは、社会的保護（雇用保護と失業補償）、労働市場の不
平等、階級対抗と政権の党派性との関係という三点に絞って、福祉・生産レジー
ム論の内在的批判を試みている。その要点をみよう。
⑴　雇用保護と失業補償
　エステベス‐アベらの議論の要点は、企業・産業特殊的技能に依拠する雇用
主は社会的保護の創設と維持に強い関心をもち、そこに技能労働者とその雇用
主とのあいだに「強固な連合」が成立する根拠があるというものである。こ
26 Ibid., p.173.
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れに対して、社会的保護にかんするポントゥソンの批判はつぎの二点からな
る。① 雇用保護について有期雇用市場の拡大を軽視していること。② 失業補
償の削減という―― LME と CME との――「共通の傾向」を無視していること。
いずれも、簡単な統計データにもとづき主張されている。
　まず雇用保護について27。エステベス‐アベらにあっては有期雇用の市場の
拡大という傾向性が付随的に言及されるが、その長期の含意が語られていな
いとポントゥソンはいう。彼によれば、ヨーロッパの CME は、正規
4 4
雇用の解
雇に対しては制限を維持しながら、有期
4 4
雇用への制限を緩和することによっ
て、雇用の柔軟性の圧力に適合してきた。エステベス‐アベらの観察は、正規
4 4
雇用の説明には説得力があるとしても、有期
4 4
雇用については何らの手がかりも
提供しない。ポントゥソンは有期
4 4
雇用の規制緩和について、1980 年代末の規
制の厳格さが 1990 年代末にかけてどのように変化したかを検定し、総じて規
制度の高かった欧州 CME において緩和への変化
4 4 4 4 4 4
が大き
4 4
かったことを検出して
いる。そこからエステベス‐アベらに対して、有期
4 4
雇用の市場が拡大すること
が CME における技能形成に長期的な影響をあたえないのか、という疑問を投
じている。むしろ、有期
4 4
雇用への制限を緩和することが、正規
4 4
雇用の諸条件を
しだいに悪化させていく「楔」となること、さらにいえば、有期雇用の拡大が
労働市場のデュアリズムを拡大するものと解釈されうること、それは CME に
おける労働市場の重大な変質を示していること。これらがエステベス‐アベら
の議論には見落とされていると、ポントゥソンは指摘する。
　ついで、失業補償についてポントゥソンが着目するのは、1985 － 1999 年
にかけて欧州の CME の平均削減率が LME のそれよりも大きくなっている点
である28。彼は 1985 年時点での失業補償の水準
4 4
に対して 1985 年から 1999 年
にかけて失業補償がどう変化
4 4
したかを検定し、その水準
4 4
が LME に比して高
4
27 Ibid., pp.174-5.
28 Ibid., pp.175-7.
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かった
4 4 4
欧州 CME の削減率
4 4 4
が相対的に
4 4 4 4
大きい
4 4 4
のだから、OECD 諸国全体にお
いては失業補償の削減に「一定の収斂」がみられることを主張している。ポン
トゥソンは、この証拠から単純な“収斂”論に与するわけではないとしても、
こうした OECD 諸国間の「共通の傾向」を説明するためには、CME と LME
との二項対比という VOC の枠組みから離れる必要があるという。
⑵　労働市場の不平等
　ポントゥソンは、相対賃金に関する OECD のデータが、失業や労働力退出
と同時にパートタイム労働の分配面の効果
4 4 4 4 4 4
を説明できていないことを力説して
いる。すべての OECD 諸国において、パートタイム従業員は、時間当たりベー
スで、フルタイム従業員よりも著しく賃金が低い。また大抵の国では、パート
タイム雇用がしめる割合は 1980 年代初頭から 1990 年代末まで顕著に増大し
た。こうした点を考慮しなければ「雇用喪失の分配効果」の説明に失敗するこ
とになり、CME と LME の比較評価は著しく不安定になるだろう。ポントゥ
ソンはこう留意してつぎのようにいう。「雇用主が経済下降期に、不熟練の低
4 4 4 4 4
賃金労働者を解雇する一方で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、技能をもつ高賃金の従業員を保持する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
かぎり、
失業の上昇
4 4 4 4 4
は自動的に、雇用されている
4 4 4 4 4 4 4
労働者間の不平等を減じる
4 4 4 4 4 4 4
。とすれば、
ある程度までは、LME に対して CME で賃金不平等の伸びが遅い
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ということ
は、当該期間において、失業が LME よりも CME においてより急速に上昇し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
たという事実の反映
4 4 4 4 4 4 4 4 4
であるかもしれない」29。
　重要な指摘であろう。技能労働者の雇用が温存され、不熟練労働者が解雇さ
れることの結果として失業率が高まることが、雇用されている労働者の賃金格
差を小さくすること、したがってまた、CME において LME よりもそのよう
な失業が急速に上昇したことの結果として、CME での賃金格差が LME より
も小さく現われるかもしれないという可能性である。問題はより立ち入った検
29 Ibid., pp.179-80.
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証にゆだねられていようが、こうした視点は労働市場のデュアリズムを考慮し
ており重要である。
　ポントゥソンはまた、1980 年代初頭から 1990 年代末にかけてジニ係数と
賃金の十分位比の変化を国際比較し、雇用されている労働者の不平等について
つぎの点を見出している30。①ジニ係数の年変化は、CME と LME とで明ら
かな対照性はないこと。ジニ係数は当初は大きな差異があったが、その年平
均変化にはさほど差異がなく、したがって「一定程度の収斂」が観察される。
② 1980 年代初め以来、賃金の十分位比はすべての先進国で不平等になったが、
その変化は CME において相対的に小さい。この理由をエステベス‐アベらは
特殊的技能を支持する雇用主の利害に求めるが、ポントゥソンは労働組合の凝
集度（union density）〔組織率と集権度〕に起因すると考える。端的にいえば、
労働組合凝集度の平等主義的効果が力説されるのである。より広い視野から
みれば、「労働市場の分配的結果を説明するためには、CME と LME の区別に
よって捉えられる制度配置と生産戦略と同時に、市場諸力 （技術変化、資本移
動、低賃金国との貿易、移民、公共セクターの収縮）と力関係に注意を払うべ
きなのである」31。
⑶　階級対抗と政権の党派性
　福祉国家論への VOC アプローチは、国ごとに異なる生産レジームに埋め込
まれている労使の共通利害を力説する点で、分配的利害の異なるアクター間
の政治的パワーの配分を強調する権力資源アプローチと鋭く対立する。VOC
アプローチによれば、グローバル化は LME の制度配置により適合している
のに対して、CME ではグローバル化に対応して、階級対立が緩和され「階
級交叉連合 cross-class alliances」が形成されるという32。こうした見方に対
してポントゥソンは、社会的支出の伸びに対する政権の党派性 government 
30 Ibid., pp.180-82.
31 Ibid., p.182.
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partisanship の影響は欧州 CME でこそ著しく、そこでの政党間対抗は、グロー
バル化に直面してむしろ強められたことを力説している。それには三つの理由
があるとポントゥソンはいう33。
　第一に、政権の党派性と経済成長には相互作用効果があり、社会的支出に
かんする政党間の抗抗は経済的下降期において著しい。1970 年代半ば以降、
CME の経済成長は絶対的に減速したのみならず、LME と対比しても
4 4 4 4 4 4
減速した。
これは、なぜ政党間対抗が CME においてより著しかったかを説明するだろう。
第二。グローバル化が社会的支出をめぐる政党間対立を生み出す程度は、社会
的支出が市場ダイナミクスを侵食する程度に依存するだろう。VOC アプロー
チとは対照的に、市場行動になじむ（‘market conformity’）雇用主の共同の利
害は、資本主義の多様性をこえて存在するのである。第三に、政権の党派性は
労働組合の凝集度に関連する。労働組合の凝集度は多くの CME によって維持
されたが、これはなぜ政権の党派性が CME において増大する効果をもったか
を説明するだろう。このように、ポントゥソンの主張の要点は、総じて「集合
的アクター間のパワーの分配」にもっと留意すべきだという点にある。
結びにかえて
　以上みたように、アイヴァーセン、エステベス‐アベ、ソスキスらの福祉国
家の再解釈は、企業の製品市場戦略、技能形成、社会的保護、選挙政治という
4 つの制度領域のかかわりを包括的に捉えることを企図して、福祉国家を「市
場に反する政治」として捉えるのではなく「市場を伴う政治」と捉えようとす
る。ことに彼（女）らはビジネスのコーディネーション力を重視し、社会的
32 Hall and Soskice （eds.） （2001）, pp.57-60. 邦訳 , 66-9 頁。「階級交差連合」を比
較社会史的省察から抽出するスヴェンソンは、これをつぎのようにいう。「階級交差
連合は、公正と社会的保護の持続的システム
4 4 4 4 4 4 4
のための真の基礎である。階級交差連
合では、階級分派の双方の側にしばしば敗者がおり、妥協をもっともしなければな
らないのは彼らである」（Swenson, 2003, p.ix, 力点原著者）。
33 Pontusson （2005）, pp.184-5.
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保護と技能形成との関連を分析の中心にすえて社会政策ないし福祉国家が「比
較優位の源泉」をなすものでもあると主張している。これに対してポントゥソ
ンは、ビジネス・コーディネーションと「制度化された階級妥協」という二重
の視点をもってこうした立論に対抗し、――単純な収斂論に与することを慎重
に避けながらも―― VOC アプローチの方法的枠組みと経験的観察に対して内
在的批判をおこなった。ポントゥソンは、グローバル化と規制緩和とともに進
展する有期雇用の増大、労働市場のデュアリズム、労働市場の不平等性の拡大
に留意し、LME と CME のいかんを問わず深化する資本主義の「共通の傾向」
を力説しており、その批判的視点と経験的観察は重要であろう。こうした二つ
の視角の対抗は、選挙政治までも視野に収めた場合には、技能労働者の保護を
ふくむスヴェンソンのいう「階級交差連合」と、ポントゥソンのいう「制度化
された階級妥協」との方法的差異とその説明力をどう評価するかという基本問
題を孕んでいる。
　さらに、ポントゥソンはビジネス・コーディネーションに加えて「制度化さ
れた階級妥協」が国際比較のもう一つの準拠枠になるべきだと主張したさい、
しかしそうした二次元的準拠枠では、スウェーデンとドイツが同一のグループ
に分類されてしまうことに不満を表明していた。スウェーデンとドイツの比較
を一基本テーマとしてきたポントゥソンにとって34、二次元的な準拠枠だけで
は十分ではないのである。この点を念頭において彼は、多次元的な国際比較の
ためにはさらに「第三の次元」が必要だと注記を留めている。「賃金連帯、福
祉国家の再分配、移民と女性労働力の参画にかんする政治経済間の重要な違
いを捉えるためには、〔図２に〕第三の次元を加えることができよう。試みに、
この次元は『内包的平等主義 inclusive egalitarianism』と呼ばれてよい」（ibid., 
p.186）。この分析レベルが、「社会的排除 social exclusion」に抗する平等化指
向の議論であること、いうまでもない。「グローバル化と社会的排除」という
34 Pontusson （1997）.
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問題設定がますます緊要になっている今日、こうした次元をも加えた国際比較
の準拠枠の彫琢とそれにもとづく「資本主義の多様性」分析が試みられねばな
らないのである。
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